
委 員 会 記 録 簿  

会議等名 第６回川俣町中心市街地活性化基本計画策定委員会 

日  時 
 平成２６年２月６日（木） 
午前１０時 ～  午前１１時４０分 

場 所 
川俣町中央公民館 
第２・３研修室 

出 席 者 

委員９名 
欠席：青木博一委員、入江悦雄委員、池田義寛委員、後藤由美子委員、伊藤智樹委員、

高橋清美委員、澤口進委員 
事務局 産業課 商工交流係長 橋本卓哉 
    大日本コンサルタント株式会社東北支社 地域・交通計画室 菊竹直起主幹、

加藤幸生室員 
議  題 協議事項１ 中心市街地活性化基本計画（案）について 

配付資料 
・次第 
・資料１ 中心市街地活性化基本計画（案） 
・資料２ 第５回策定委員会意見の確認票 

 
協 議 ・ 決 定 内 容 

 
１ 開会（橋本係長） 
 
２ 委員長挨拶 ※青木博一委員長欠席のため誉田幸男副委員長 
・策定スケジュールでは前回第５回委員会をもって協議を終了する予定であったが、基本計画（案）

について、委員の了承を得たと判断できないことから、第６回委員会を開催することとした。 
・前回委員会の意見内容をもう一度確認しながら、基本計画の修正案をご審議いただく。 
 
３ 議事 ※議長は誉田幸男副委員長 
（１）協議 
協議事項１ 中心市街地活性化基本計画（案）について 
 ※資料１及び資料２を用いて、橋本係長が説明した。 
・資料２「第５回策定委員会意見の確認票」は、前回委員会における委員意見の概要を整理し、事務

局が回答した内容のほか、本日、追加回答したい部分を整理している。右蘭の追加回答する部分は、

事務局の考え方や委員意見を反映する部分を記載しており、それに対応して資料１「中心市街地活

性化基本計画（案）」も修正を加えている。 
・資料２により前回委員会のおさらいや考え方を説明すると、昆（邦男）委員の意見として、Ｑ１で

は、まちづくり会社に対するフォローを含めた支援の要望があったが、運営補助金や業務委託の形

で既に人的支援が行われていることを回答した。 
・Ｑ２では、中心市街地活性化推進本部とまちづくり会社との関係について質問があったが、何らか

の形で互いの事業の進行状況の確認を行うことを回答した。このＱ２の意見を受けて、新たに、Ｐ

ＤＣＡによる適正な進行管理や計画推進のための実施体制を明確にしたほうが良いと考え、計画書

にまちづくり川俣、商工会、町の役割を追記した。 



・入江（悦雄）委員の意見として、Ｑ３では、外部から人を集め、外部の人達による購買が必要であ

ること、Ｑ４からＱ８では、外部の人が町にお金を落としてくれる具体的な工夫例として、ガソリ

ンを安くする、あるいは道の駅を街なかに移転し、散策コースの整備とあわせて絹や川俣シャモを

提供する通りも整備することなどが提案された。これらの意見に対しては、街なかに道の駅のよう

な賑わいをつくる「まちの駅」の視点では、空き店舗、駐車場、担い手などの条件が揃えば、活性

化事業の一つとして実現が可能と回答した。この回答を補足すると、既に基本方針の一つとして、

街なかに人を集めることを掲げており、外部の人も対象としていることはご理解いただきたい。ま

た、既に提案しているとおり、具体的な施策として、町の歴史文化財と絡めた河川沿いの散策コー

ス整備をベースとして、商店街も巻き込んで、そこに外部の人も来やすくなるように、駐車場や空

き店舗を活用した休憩スペース等の環境整備も計画していることをご理解いただきたい。なお、外

部の人がお金を落とす工夫については、提案されたアイディアも参考としながら、事業継続に前向

きな商店街事業者とともに検討していきたいと考えている。また、町民アンケート結果を見ると、

中心市街地に必要な施設として商業施設６６．３％に次いで、飲食店３９．３％となっていること

から、町特産品である川俣シャモ料理店等による飲食スペースの確保も課題に位置付け、外部の人

がお金を落とす環境づくりも追記したいと考えている。 
・Ｑ９では、食料品、生活用品は道の駅周辺の商業施設、家電製品は福島市で購入されており、それ

が現実との意見があった。この意見に対しては、町民アンケート結果を見ても、最寄り品の購入場

所は道の駅周辺が約７割、街なかが約３割と道の駅周辺の利用割合が高くなっていることは間違い

ない。ただし、平成２１年福島県消費購買動向調査では、町民の約９割が最寄り品を町内で調達し

ており、周辺市町村からの流入もあるほど、本町は最寄り品の提供能力が高くなっている。最寄り

品を身近で調達できることは、住みやすいまちづくりの条件の一つであることから、今後もこうし

た環境を維持していくことが重要と考えている。その中で、個店を含めた中心市街地の商業は、街

なかに暮らす高齢者等の身近な買物の場であることから、必要と考えている。街なかも道の駅周辺

もともに必要であり、循環型公共交通の導入により、街なかと道の駅周辺の移動を支援し、町全体

で最寄り品の購買環境を維持することが必要と考えている。 
・川﨑（興太）委員の意見として、Ｑ１０では、町の実態を見て何が必要か探ることが大切であって、

補助メニューにあわせて実施することを考えていく発想が問題との指摘と商業者との議論を勘案

したうえで、川俣町に何が必要か把握すべきであり、この部分の記載がないことに納得していない

との意見があった。この意見に対して補足の回答をすると、中心市街地の商業は、街なかに居住す

る高齢者等の「最寄り品の主要な買物場所」という生活支援機能を有しており、既存の商業施設を

維持していくことを大きな課題として捉えている。この課題に対して、街なかへの来街者や居住者

が減少している現状から、基本方針に定めるとおり、街なかに人を集めること、街なかに人を住ま

わせることが必要なことと考えている。その中で商業に必要なこと、商業者がすべきことを把握す

ることも大切と考えるが、個店の商業者の多くは高齢化や後継者不足の問題を抱えており、主体と

なる商業者が商業を続けるために必要なこと、商業者としてすべきことが掴めない現状にある。そ

のため、事業継続意向を示している約４割の商業者をベースとして、個店の魅力アップ等の事業を

展開していく過程で、「町民が身近で買物できる」機能を維持するために、商業者がすべきことを

見つけ出していきたいと考えている。なお、個店の魅力アップ等の事業展開は、「魅力ある店舗が

ない」という町民意見と事業継続意向を持つ商業者の約５割が「自らの事業を通じてまちづくり活



動に貢献したい」と回答していることを参考としている。 
・Ｑ１１では、本当に市街地活性化が図れるのか強い疑念を抱いている委員がいることの指摘があっ

たが、財政的な裏付けも考える必要があることや特別な措置を講ずることが難しいことを回答した。

この回答の補足として、利子補給を含めた２３事業は、今後５年間で実施可能であることを前提と

している。これは前計画の具体的事業の約７割が未実施に終わった反省を踏まえた方針であり、財

源、実施主体、住民合意等に目途が立たないものは、今回計画の対象から外している。今回計画は

５年間の実行計画として位置付けており、中・長期的に解決しなければならない課題を見据えつつ、

計画事業の確実な実施を通じて、一つ一つ成果を積み上げていきたいと考えている。本当に活性化

するのかとの問いに対しては、今回計画で想定する事業により、低迷しているすべての局面が回復

に向かうとは考えていない。しかし、個々の局面でプラスの効果が見込まれるよう行政のみならず

事業者も住民も努力や工夫を積み重ねていくことが重要と考えている。 
・Ｑ１２では、都市計画の視点で、中心市街地活性化のために実施するというスタンスがないことが

問題であり、町が都市計画をどう考えるかが重要と指摘があった。この指摘に対する補足の回答と

して、現都市計画では「コンパクトなまちづくり」を目指しており、商業については、中心商店街

や道の駅周辺に商業系用途地域を指定し、最寄り品を中心とした機能集積を図っている。今後のま

ちづくりにおいても、商業機能の拡散抑制については、用途地域外における農業振興地域等の法令

及び「福島県商業まちづくり推進に関する条例」に基づき抑制を図っていくことを基本とする。ま

た、居住機能の拡散抑制については、非線引き都市計画区域において住宅系郊外立地を規制する有

効な手法が制度上ないことから、「街なか定住促進」「街なか宅地供給支援」等により、中心市街地

への立地を誘導していくこととする。 
・Ｑ１４では、閉店する意向の事業者が多い中で、町の内部の方々に１０年、２０年先を見据えた意

見を求めてもなかなか出てこないだろうとの意見に対しては、将来も事業継続に前向きな方々を対

象とする予定であり、こうした方々の意見を聴き、事業も展開するイメージであると回答した。 
・Ｑ１５では、委員の発言の意図も尊重した整理も必要と指摘があった。また、町の実情の課題をリ

ストアップすることがむしろ大切であり、担い手をどう確保するのか、どのような取り組みをすべ

きか、それぞれの役割を明示した計画の方が良いとの意見があった。この意見に対する補足の回答

として、今後５年間で具体的な対策事業を予定しない課題もリストアップし、計画に追記した。具

体例として、都市計画道路の整備は、今後５年間で予定しないが、移動しやすい環境づくりのため

に対応すべき中・長期的な課題としてリストアップしている。また、すべきことのリストアップに

ついては、中心市街地の商業は、今後もその機能を維持していくことが課題であり、個店あるいは

商店街がスーパーや量販店に対抗していくためには、単なる物の販売やサービスの提供だけでなく、

地域に根差した寛ぎや癒しの空間演出など、街なか形成の視点が必要と考えている。このことは街

なかに人を集める工夫に直結するものであり、行政のみならず、まちづくり会社、商工会、商業者、

地域住民が連携して対応する必要がある。従って、今回計画で想定する事業を展開するうえでは、

商業者には個店事業主の視点だけでなく、街なか形成の担い手の視点が必要と考えている。こうし

た視点に立ち、商業者は個店としてすべきこと、街なか形成のためにすべきことを意識しながら、

活性化の具体的な道筋を見つけ出して欲しいと考えており、町も積極的に支援したいと考えている。

商業者の高齢化や後継者不足については、商業の現状からは新規参入でカバーすることは困難であ

り、現存する商業者が商業を継続できないならば、担い手確保の道筋を描くことは不可能と考える。



従って、事業継続意向を持つやる気のある事業者が今後も商業を継続していく実践例を作っていく

ことが、担い手確保につながる取り組みと考えている。 
・Ｑ１６では、将来を見据えた町の目標や方針について、町として都市計画をどのように運用してい

くのか記載があった方が良いとの意見があった。この意見に対して、現都市計画の見直しは行わな

い前提であることを回答したが、本町が目指す「誰もが住みやすいコンパクトなまちづくり」を進

めていくために、中心市街地においては、「行政機能、保健・福祉・医療機能、商業機能、文化教

育機能を確保すること」が必要であり、計画書の中でもより明確に位置付けることとする。なお、

都市計画運用の手法として、現在、１０，０００㎡を超える大規模集客施設の立地動向は見られな

いが、立地地域を原則として商業地域、近隣商業地域に限定し、準工業地域への立地を制限するこ

とを検討することとする。 
・誉田（幸男）委員の意見として、Ｑ１７では、都市計画道路の整備が計画に盛り込まれていないこ

とに不満との意見があった。この意見に対しては、５年間で実施することは困難と判断しているこ

とを回答したが、中・長期的な課題としてリストアップする。 
・Ｑ１８では、街なか居住人口を２００人程度増やす目標では不十分であり、被災市町村に対して被

災者復興住宅を申し入れるアクションを起こすべきであり、被災者を誘致する大胆な発想も必要と

の意見があった。この意見に対しては、積極的なＰＲは他市町村への配慮に欠けると判断しており、

川俣町に住むことを受け入れ、想定する事業の対象として支援することを回答した。この回答の補

足として、２００人の居住人口の増加は、居住を促進する事業の成果を測定するための指標であり、

仮に目標人数を増やすためにはそれに見合った事業規模、事業費が必要となる。今回計画は、５年

間の実行計画であり、確実な実施により一つ一つ成果を積み上げていきたいと考えている。なお、

他の被災市町村のための復興公営住宅の整備については、現在、町内での建設が検討されている。

まだ、具体的な情報を公表できるレベルにないが、動きとしてあることはお知らせする。 
・高橋（文雄）委員の意見として、Ｑ２０では、２３事業の年度ごとのスケジュールが全く分からな

いとの意見があった。この意見に対しては、ご指摘のとおり、２３事業の大まかな事業スケジュー

ルを追記する。 
・誉田（幸男）委員の意見として、Ｑ２１では、川俣精練跡地に都市計画道路を通すことの意見があ

ったが、Ｑ２２で伊藤（智樹）委員の回答にあるとおり、対応は困難である。従って、都市計画道

路整備の範疇で中・長期的な課題としてリストアップする。 
・入江（悦雄）委員の意見として、Ｑ２３では、人が住めば市街地は活性化するのか、人を外から呼

ぶことを考えなければ市街地は活性化しないとの意見があった。この意見に対する補足の回答とし

ては、基本方針の一つとして、既に街なかに人を集めることを掲げており、外部の人も対象として

いることは先に説明したとおりである。また、川俣町民の約９割は最寄り品を町内で調達しており、

身近で調達できる環境を維持していくことが重要との認識も先に説明したとおりである。しかし、

こうした実態も中心市街地の視点で見た場合に課題となるのは、道の駅周辺と街なかの買物割合が

７対３であることであり、買物に限らず、街なかの利用割合を高めていく対策が必要と考えている。

これは、中心市街地を活性化する目的にも直結するが、町民の主な来街目的の第１位は買物５２．

８％、第２位は金融機関２１．３％、第３位は通院９．２％となっており、買物を含めて来訪者の

減少が進めば、市街地のさらなる衰退が危惧される。中心市街地が中心市街地たる所以は、行政機

能、保健・福祉・医療機能、商業機能、文化教育機能が集積され、それぞれの機能が相乗効果を発



揮し、「まちの顔」として様々な住民サービスが提供される場となっていることである。このうち

街なかの買物機能がどんどん衰退していけば、金融や病院等の他の機能にも影響を与えることは必

至である。現存する金融機関、病院は中心市街地固有の機能であり、商業のみならず金融機関や病

院の機能まで低下するようなことが起これば、もはや中心市街地が中心市街地として存在すること

は不可能となり、住民サービスの著しい低下を招くこととなる。そのような事態を招かないために

も、街なかに人を集める様々な工夫が必要であり、商業のみならず、街なかの利用割合を高めてい

くことが必要と考えている。その工夫として今後５年間で取り組む事業が２３事業であり、人を集

める、人を住まわせることを基本方針としている。市街地活性化に向けて、５年間で確実に事業を

実施し、一つ一つ成果を積み上げていきたいと考えている。 
・Ｑ２４では、中心市街地を商売の場ではなく観光の場にするといった発想の転換も必要との意見が

あった。この意見に対する補足の回答として、本町では、６月のロードレース大会、８月のからり

こフェスタ、シャモまつり、１０月のコスキン・エン・ハポンと町内外から多くの人々が訪れるイ

ベントが定着している。しかし、中心市街地の活性化に直結していない課題もあるため、イベント

来街者が街なかにお金を落とす工夫も課題に追加し、事業継続に前向きな商店街事業者とともに検

討を進めていく。 
・Ｑ２５では、子供達が暮らして、商売ができるビジョンが必要との意見があった。この意見に対す

る補足の回答として、商売の現状は、肉、野菜、魚の生鮮食料品はスーパーが町民の購買を支えて

いる。課題を多く抱えているそれ以外の小売業、飲食業、サービス業において商売ができるビジョ

ンが必要と考えるが、低迷している個店が活性化していく道筋を具体的に描くことは大変難しい課

題となっている。そのため、現存する小売店、飲食店等が街なかで商売を継続できる実践例を作っ

ていくことも重要と考えるので、まちづくり川俣、商工会、町が連携して、個店の魅力アップ事業

の展開など個店の活性化から着手したいと考えている。 
・昆（邦男）委員の意見として、Ｑ２６では、皆、前計画のような構想を期待しているが、実現でき

ない構想よりも着実に実現できる５年間の構想の方が重要との意見があった。 
・青木（博一）委員の意見として、Ｑ２７では、道路の見直しが必要となると都市計画の見直しが必

要となり時間を要する。また、復興公営住宅は中心市街地のインパクトの一つになるとの意見があ

った。 
・川﨑（興太）委員の意見として、Ｑ２８では、将来的に川俣町のためになる計画になっているかと

いう視点は非常に大切であり、５年間に閉じた計画とした場合に漏れてしまう課題を残すことも方

法と意見があったが、今後５年間で具体的事業を予定しない中・長期的な課題もリストアップする。 
・Ｑ２９では、５年間のストーリーや将来の向かう先が分からないという委員もいると指摘があった

が、先に説明したとおり、２３事業の大まかな事業スケジュールを追記する。また、将来の向かう

先は、本町が目指す「誰もが住みやすいコンパクトなまちづくり」を進めていくため、中心市街地

においては、「行政機能、保健・福祉・医療機能、商業機能、文化教育機能を確保すること」が必

要であり、計画書の中でもより明確に位置付ける。 
・Ｑ３０では、住むことが大切という委員、交通網整備が大切という委員もおり、委員の言わんとす

るところをきちんと理解して対応して欲しいと指摘があった。街なか居住の推進については、想定

事業を確実に実施し、成果を積み上げていく。また、都市計画道路整備は中・長期的な課題として

リストアップする。 



・Ｑ３１では、住民が中心市街地に必要な施設として約３分の２の方々は商店が必要と回答し、約４

割は飲食店が必要と回答している。長期的な視点で検討して欲しいと意見があった。この意見に対

する補足の回答として、町特産である川俣シャモ料理店等による飲食スペースの確保も課題に位置

付けることとする。また、長期的な視点については、低迷している個店が活性化していく道筋を具

体的に描くことは大変難しい課題となっているため、現存する小売店、飲食店等が街なかで商売を

継続できる実践例を作っていくことも重要と考え、個店の魅力アップ事業の展開など個店の活性化

から着手したいと考えている。 
・Ｑ３２では、街なかの買物場所について、必要との要望が約７割に対して、利用現状は約４割であ

る差分について質問があった。この質問に対しては、街なかの高齢者等が将来的にも買物できる場

所を残して欲しいとする意見と判断していることを回答したが、町民アンケート結果の自由回答を

見ると、新たな商店の要望がある一方で、商店街衰退のイメージが強いことが伺える。また、運転

できなくなった高齢者のための商業施設として維持を求める意見も見受けられる。そのため、当面

は、街なか商業機能の維持を図っていくことが必要と考えている。 
・入江（悦雄）委員の意見として、Ｑ３３では、買物に行けなくなった高齢者のために、商品を集め

て車で運ぶビジネスが成立すれば、個店を維持する必要がなくなるとの意見があった。この意見に

対しては、町内で買物できる環境は将来的にも維持したいと回答したが、宅配サービスも個店の魅

力アップにつながるアイディアの一つと考えるので、個店の魅力アップ事業を展開するうえで検討

することとする。 
・Ｑ３４では、個店のままで頑張ろうという人がどれだけいるか、高齢者のために個店で商売する人

はどれだけいるか、後継者は違うところに行ってしまうといった疑問や不安の意見があった。この

意見に対しては、個店を頭ごなしに否定したくないと回答したが、確かに、商店経営者の約７割が

６０歳以上と高齢化が進んでおり、近い時期または自分の代で閉店したい意向を持つ事業者は約５

割を占めている。従って、今後も空き店舗が増加していくことは予想される。しかし、中心市街地

の商業機能を維持していくためには、スーパーのみならず個店の存続も不可欠であり、事業継続の

意向を示している約４割の事業者とともに、前向きに取り組んでいくことが、町として必要なこと

と考えている。 
・昆（邦男）委員の意見として、Ｑ３５では、全国的に見ても商店街はどこもシャッター通りとなっ

ているのが現実である。ただし、そのような現実であっても、コンパクトシティも含めて、５年間

で人が住める状況をつくる施策が最も近い施策との意見があった。この意見に対する補足として、

コンパクトシティを計画書の中でより明確に位置付けることとする。 
・誉田（幸男）委員の意見として、Ｑ３６では、米国では図書館等を核とした新しい下町をつくって

おり、車社会から脱皮して隣近所で歩いて暮らせるコンパクトシティを進めていることから、川俣

精練跡地に図書館等の公共施設を併設するアイディアが提案された。この提案に対しては、図書館

等は街なかに建設する計画であることを回答している。なお、コンパクトシティについては、計画

書の中でより明確に位置付ける。 
・入江（悦雄）委員の意見として、Ｑ３８では、子供の遊び場について、誰がそこに子供を連れてい

くのか不安があり、また、学校の学童保育を充実して長時間預かるアイディアが提案された。この

ことについて回答を補足すると、現在検討を進めている子供の屋内遊び場は、未就学児を対象とし、

保護者同伴を条件としている。また、子供の遊び場を街なかに設置する理由は、町民アンケート結



果から２つある。１つ目の理由は、子育て世代は、街なかに公園や広場を求める割合が高いことで

ある。２つ目の理由は、子育て世代の中心市街地にほとんど行かない割合が１８．１％と高くなっ

ていることである。特に後者は、今、中心市街地に行かない若い世代は、１０年、２０年後も市街

地に行かないことが推測され、これは将来的な課題と捉えている。そのため、子育て世代が街なか

を訪れるきっかけとして、図書館機能や遊び場機能も有した多世代交流施設の建設も見込んでいる。 
・佐藤（美恵子）委員の意見として、Ｑ３９では、飯坂地区の子供達は自分達の手段で街なかに移動

し、遊んで帰ってくる現状や、学童保育は学童保育でしかなく学校の延長に過ぎないとの意見があ

った。このことに対して補足の回答をすると、公共交通網の現状から見た街なかでの移動利便性向

上に関する課題も追加することとする。本町では周辺地域と街なかを結ぶ公共交通は、路線バスや

デマンド型乗合タクシーが運行されている。また、高齢化が進行する中にあって、自家用車を運転

しない高齢者等の移動を支援する機能として、公共交通の果たすべき役割が大きくなっている。そ

のため、利便性の高い移動しやすい環境づくりを行うため、２３事業では循環型公共交通の導入を

位置付けている。 
・入江（悦雄）委員の意見として、Ｑ４２では、家賃が同じなら川俣町には住まないため、人を呼ぶ

アイディアが重要であり、具体例として電気代やガス代を町が補助して安く住めるようなメリット

が提案された。この提案に対しては、人を呼び込むアイディアとして参考とする。なお、家賃につ

いては、２３事業の中で賃貸住宅家賃に対する助成を想定しており、現行制度の拡充を含めて検討

する予定である。 
・資料１「基本計画（案）」の修正箇所を説明すると、４７・４８ページの中心市街地の課題の整理

では、一つ目の課題「多様な賑わい創出」について、新たに３つに分類して、商業機能に係る課題、

子育て・高齢者福祉機能に係る課題、中心市街地の移動環境に係る課題に整理している。 
・商業機能に係る課題については、「最寄り品の主要な買い物先」という重要な生活支援機能を維持

するため、商業機能の維持を課題に位置付け、町内外の人が中心市街地を利用し、買物できる環境

づくりを行うため、他都市や郊外店舗との差別化、川俣シャモ、絹等の地場産品の活用促進、各種

イベントの継続・見直しを課題に位置付けている。 
・子育て・高齢者福祉機能に係る課題については、買物以外でも楽しめる魅力を創出していくため、

子育て環境や高齢者福祉環境の充実、買物以外でも楽しめる魅力づくりを課題に位置付けている。 
・中心市街地の移動環境に係る課題については、利便性の高い街なか環境づくりを行うため、都市計

画道路の整備や駐車場の確保、新たな公共交通の導入など移動しやすい環境づくりを課題に位置付

けている。 
・二つ目の課題「街なか居住の促進」については、居住機能に係る課題として、居住促進支援による

中心市街地での居住促進・流出の抑制を課題に位置付けるほか、低未利用地の活用促進、誰もが安

全安心に暮らせるための地域コミュニティの維持も課題に位置付けている。 
・以上１０の課題については、８６ページにおいて、今後５年間で対応する短期的な事項と将来に残

す中・長期的な事項に整理している。 
・１０の課題に対して、今後５年間で対応する事項については、計画に想定する２３事業が対応する

こととなる。内容については、２３事業そのものであり、活性化推進体制の構築により商店会や商

工会が主体となった取り組みを支援する、空き店舗の活用支援や個店の魅力向上に資する各種取り

組みを支援する、多世代交流支援施設や屋内遊び場等の整備により生活利便機能を向上させる、中



央公園整備やウォーキングマップの作成等により買物以外での来街を促進する、歩行空間、町道、

駐車場の整備や循環型公共交通の導入により徒歩、車、公共交通での移動を支援する、官・民の協

働による新たな街なか宅地供給支援等により新たな居住者の受け皿となる宅地等の供給を促進す

る、戸建建築助成や家賃助成等の街なか居住支援により街なかでの定住を促進する、復興公営住宅

の整備により山木屋地区避難者の生活の安定・コミュニティの維持を促進する、の８項目となる。 
・この８項目以外、すなわち、今後５年間では具体的な事業を想定しない事項については、今後５年

間も含めて将来的に対応しなければならない中・長期的な事項に位置付け、整理している。継続的

に対応する事項は、基本的に短期的に対応する事項の継続となるが、中・長期的に対応する事項は、

現有商業機能の維持を図るため、地場産品の活用による飲食機能を確保する、あるいは高齢者向け

サービスの提供など新たなビジネスを確立する、車での移動支援を図るため、都市計画道路を整備

する、また、都市計画道路の整備とあわせて街並みを整備する、良好な町営住宅を供給するため、

老朽化した町営住宅を解消し、既存住宅を改善する、街なか定住をさらに進めていくため、若年層

や高齢層をターゲットとした居住者ニーズに応じた住宅供給を促進する、居住環境の維持・向上を

図るため、地域住民主体による子供・高齢者の見守り隊など、自治会を中心とした安全安心な地域

づくり活動を促進する、の６項目となる。 
・４９ページでは、活性化計画が上位計画である第５次川俣町振興計画あるいは川俣町復興計画を実

現するための個別計画であることを明確にし、「誰もが住みやすいコンパクトなまちづくり」を進

めていくためには、中心市街地に集積されている多様な機能が相乗効果を発揮し、様々な住民サー

ビスが提供されることが必要であり、中心市街地においては、課題に対応しながら「行政機能、保

健・福祉・医療機能、商業機能、文化教育機能が確保された中心市街地」を将来も目指すべき姿と

して位置付けている。 
・５０ページでは、本計画の基本コンセプトについて、中心市街地の活性化に向けて、一つずつ成果

を上げていくための５年間の実行計画とすることを追記している。 
・７８・７９ページでは、２３事業の概要と大まかな実施スケジュールを追記している。なお、事業

番号２２の個店の魅力アップ支援については、これまで商店街で想定する事業として説明してきた

ため、中心市街地活性化に向けた体制づくりに置き換えて、事業メニューに昇格させている。 
・体制づくりについては、８１ページにおいて新たに整理している。商店会等への各種支援活動は当

然実施していくことを前提として、計画の進行管理も含めた実施体制を明確にしている。具体的に

は、計画推進の担当部署は産業課となるが、計画推進にあたっては、商店会や商工会は商業活性化

の牽引役、まちづくり会社はまちづくりの総括役、町はまちづくりの牽引役として位置付け、確実

な施策の実施とＰＤＣＡによる適正な進行管理により、継続的な取り組みを展開していくこととし

ている。 
・８４ページの都市計画手法の活用については、先に説明したとおり、現行都市計画である「川俣町

都市マスタープラン」に定める「コンパクトで質の高い中心市街地」を推進するため、商業機能の

拡散抑制や中心市街地への居住立地を誘導していくこととしている。 
【質疑応答】 

 
昆邦男委員 
 前回委員会で提案された案では、８１ページにまちづくり会社の活動に関する記載があったが、今



回提案された案では記載が無くなっている。また、前回案では、７６ページに産業課内に中心市街地

活性化対策室を設置し、専任職員を１名配置すると記載があったが、今回案では、８２ページに中心

市街地活性化推進協議会を設置することを検討するという記載に代っている。行政用語で検討すると

いう表現はやらないことを意味すると考えており、記載内容が後退していると感じている。策定委員

会の協議の中でも、記載内容を変更すべきという意見は出ていない。本日第６回委員会が開催された

が、前回が最終委員会であり、提案された案が最終案と考えていた。それが変更されているのはどの

ような意図があるのか、何のための委員会なのか合点がいかない。これは改ざんである。 
 
橋本係長 
 商業に関する具体的施策として支援体制づくりを２３事業の一つに位置付けていたが、商業に関す

る事業としては弱いという意見があったため、新たな項目として事業推進体制を起こし、商店街の魅

力アップ事業を２３事業の一つに昇格させた。このことが一つ目の理由である。 
 また、前回委員会では、あくまでも内容保留の赤字表現で、国の認定を想定した場合の書き込みで

あることを説明していたが、中心市街地活性化推進協議会は、国の認定を受ける場合にまちづくり会

社や商工会が主体となって立ち上げる組織である。中心市街地活性化推進協議会は呼称であり、国の

認定を受ける受けないの判断が未定の状態であるため、国の認定を受ける色合いを消そうとしたこと

が二つ目の理由である。 
 記載内容は変更しているが、まちづくり会社の果たすべき役割や事業推進・進行管理のための組織

の立ち上げが必要との認識は変わっていない。国の認定を想定した場合の書き込みとは、自分自身、

変更を前提として、国の認定を受けるとなった場合に書くとしたらこの程度の内容になるといった軽

い認識しか持っていなかったため、国の認定を受けることを想定させる色合いを消そうとして書き込

み内容を修正したものである。 
自分自身の甘い認識のために、委員の皆様に対して不誠実な対応をしたことをお詫びする。記載内

容は前回委員会で提案した案に戻すこととする。 
 
高橋文雄委員 
 国の認定を受けるのは補助金をもらうためか。認定を受けるとどうなるのか。 
 
橋本係長 
 国の認定を受けなくとも補助金はもらえる。国の認定を受けるということは国のお墨付きを得た計

画になるということのほか、財源として見込んでいる社会資本整備総合交付金の交付率が４０％から

４５％に引き上げられるメリットがある。 
 
高橋文雄委員 
 国の認定を受けないと判断しているのか。 
 
橋本係長 
 国の認定を受ける受けないの判断については、区画整理事業など国の認定を受けた方が有利な事業

を見込む場合は受けることも検討する必要があると考えており、国の認定を受けなくとも財源確保に



目途が立てば拘る必要はないとも考えていた。これまで策定委員会において、国の認定を議題とした

ことはなかったが、国の認定を受ける場合は、まちづくり川俣や商工会が主体となった活性化協議会

を立ち上げ、本当にこの計画で良いか新たな協議が開始されることとなる。当然、国とのやり取りが

始まれば、修正等の対応も必要となる。国の認定を受ける受けないは計画ができあがってから議論す

べきことであるが、前回が最後の委員会となる予定であったことから、国の認定を受けると仮定した

ら、こんな内容が想定されると説明したところである。 
 
高橋文雄委員 
 認定を受ける受けないについては、認定を受ければどう変わるというものを委員会の場に出すべき

ではなかったか。事務局で受ける受けないを軽く判断しているのは問題である。 
 
橋本係長 
 軽く判断していることはない。認定を受けるためには、活性化協議会による新たな協議など事務的

な負担も発生するため、補助金等のメリットとの比較も必要である。最終的に国の認定を受けるべき

となった場合は、活性化協議会に会議開催や協議をお願いして手続きを進めることとなる。本委員会

は活性化協議会の位置付けにはない。国の認定については、これから新たな議論が始まるということ

である。 
 
高橋文雄委員 
 計画案ができる段階にあって、国の認定を受ける受けないの現時点の判断をせずに後回しにするの

はおかしい。 
 
昆邦男委員 
 国の認定を受ける受けないは大きな問題ではないのか。はじめに方針を出すべきではなかったのか。 
 
川﨑興太委員 
 国の認定に対する町の方針について第１回委員会で質問したが、協議会をどうするか、推進体制を

どうするかは国の認定を受ける受けないに密接に関わる部分である。大事な部分であるため、この委

員会とは別途でも構わないため、関係者と協議してはどうかと思う。本来であれば委員会の方針を受

けて事務局で判断すべきと考えていたが、現時点ではそのタイミングに無いと思う。協議会は、人選

も含めて非常に大切と考えている。 
 
誉田幸男委員 
 この委員会で結論を出せれば良かったが、受ける受けないの判断は難しいと考える。 
 
高橋文雄委員 
 ５年間で実施する計画となっているが、全体的に漠然とした感じがある。先が見えてこない感じが

ある。 
 



昆邦男委員 
 前回委員会で示された推進体制については、漠然としていても進んでいく感じを受けていた。協議

会の組織化やまちづくり会社に対する意向も示されていたため、計画が進んでいくとの認識を持つこ

とができた。それが今回示された案では抜けているため、実施するかどうかは分からないが計画は立

てましたという感じで、前計画と似たような感じで終わってしまうのではと心配である。 
 
高橋文雄委員 
 一番はじめに意見として述べたが、計画を作ることが目的なのか、実施することが目的なのかとい

うことである。 
 
橋本係長 
 実施することを前提とした計画であることはこれまでずっと言い続けてきている。ただ計画を作れ

ば良いとは考えていない。 
 
高橋文雄委員 
 前計画も当時は実施するとして決めた計画であるが、ほとんど実行されていない。今回計画はどこ

まで実施するというものが見えてこない。 
 
昆邦男委員 
 前計画はかなりハードであったが、今回計画はそんなにハードではない。復興公営住宅は進むであ

ろうし、街なかに空き家を壊して住宅を作るということもそんなに難しくはない。商店街の活性化は

漠然としているが空き店舗対策もある。前計画に比べるとかなり実施しやすい計画である。 
 
高橋文雄委員 
 中心市街地であることの中心の捉え方として、商業や行政など様々な機能が集積していると記載さ

れているが、役場庁舎は向こうにあり、商店街はこちらにあり、その間は何もないのが現状であり、

それは集積されているとは言えない。もっと中心部に集積するという考えもなく、現状の機能がある

から中心市街地と区域分けするのでは何も変わらない。 
 
橋本係長 
 中心市街地として区域を指定した中で、その区域の中には病院や金融機関などもあるため、やはり

中心市街地であると認識したうえで、商業が駄目になってそれに引きずられてその他の機能も駄目に

なってしまうのでは取り返しがつかないため、そうならないようにとにかく人を集めるというのが今

回計画の発想である。一極集中というイメージを持っていると思うが、中心市街地を広い範囲で捉え

ているとしても、例えば、街なかの中心通りに商店を集めるという考えはあると思う。そこまで計画

に記載するかしないかだけである。 
 
高橋文雄委員 
町と商工会とまちづくり会社が連携して事業を実施していくとある。今後、町から何が提供される



か分からないが、現時点においても、沢山ある国補助金等の支援メニューが商工会や商店会に情報提

供されることは全くない。また、商店会で何か事業を実施するとしても補助金だけではやっていけな

い。 
 
橋本係長 
 商工会や商店会が活用できる支援メニューは沢山あるが、確かに町は事業主や商店会に情報提供し

てこなかった。今後は情報提供する。補助事業は事業主や商店会が何をやりたいかが重要であり、現

在、個店事業主が何をやりたいかは確認していないが、個店の魅力アップ事業の中で個店としてやり

たいこと、商店会としてやりたいことを見つけ出していくことを想定しているため、情報提供するこ

とは予定していた。そうしたケアもきちんと対応していきたい。 
 
昆邦男委員 
 間違っていけないことは補助金があるからこれを使うではなく、何をしたいがあって補助メニュー

を探して活用することが大切である。補助金ありきの逆の発想では長続きしない。補助金は１００％

出るわけではない。 
 
佐藤美恵子委員 
 役場や商工会の人達との出会いや現状確認など細かいところでのつながりが無い。些細なことであ

るが、今回の大雪でアイスバーンになったところに役場職員が塩化カルシウムを散布していたが、

微々たる作業であっても好感が持てた。自治会で集まる機会があるときに職員も参加して、そのふれ

あいの中で何か良い案を考えて、職員から補助メニューの説明があるといった雰囲気ができると川俣

町は良くなっていくと思う。 
 
川﨑興太委員 
 ８４ページの都市計画手法の活用について、住宅の拡散抑制に関する記載が間違っている。非線引

き都市計画区域において住宅系郊外立地を規制する有効な手法は制度上無いとあるが、有効なの意味

が取りにくく、制度上無いことはない。文字通り読むと都市計画法の制度体系上無いということにな

るが、金沢市の風致指針など住宅抑制の事例はある。反射的な効果かもしれないが制度上根本的に無

いとするのは間違いと思うのでもう一度検討すべきと考える。 
 
誉田幸男委員 
 前回委員会でも発言したが、川俣精練跡地の道路クランクを直さないと中心市街地への導線が確保

できない。復興公営住宅の整備とあわせて道路も複合的に改善すべきと意見したが、復興公営住宅と

道路は別個に進めていくと回答あった。道路改善を役場に話しても、建設委員会で個別に検討するた

め、中心市街地活性化計画とはリンクしないという対応では委員としての意見が全く反映されないこ

とになる。できないならできない理由を示すべきであり、図書館建設も川俣精練跡地に建設すること

を提案したが、町が別な場所に設定するという回答になっている。最終案として出てきた内容として

は不満がある。 
 



橋本係長 
 前回委員会でも説明したとおり、川俣精練跡地は復興公営住宅整備を最優先に考えており、建設戸

数を考えると、クランクを直線に直すための用地は面積的に確保できない。 
 
誉田幸男委員 
 復興公営住宅を戸建てではなく高層階にすれば可能ではないか。 
 
橋本係長 
 山木屋地区住民の要望としては戸建てである。クランクを直すための用地と図書館を建設するため

の用地を確保することは困難である。図書館建設は、場所は違っても趣旨は計画の中に活かされてい

るため理解して欲しい。 
 
昆邦男委員 
 計画をどう進めていくかも大切である。まちづくり会社も計画を推進する協議の場に参画できれば、

相応の対応も可能と考えている。様々な立場の人々が協議の場に参画し、ＰＤＣＡにより実施してい

くことが必要である。こうした協議の場は必ず必要であり、協議会は設置を検討するではなく、設置

すると記載すべきである。 
 
橋本係長 
 協議会の名称はともかく、事業の進行管理や相談する会議は必要と考えている。まちづくり会社に

関する記載も落としてしまったが、役割を担ってもらうことは想定しており、前回委員会の中でもま

ちづくり会社と進行管理も含めて相談することはあると回答しているとおりである。こうした行為が

全く必要ないとは考えていないことは理解して欲しい。 
 
橋本係長 
今回が最終委員会と考えていたが、推進体制に関する記載は前回委員会で提案したとおり修正する。

国の認定を受ける受けないの判断について、どのようなに判断するか、あるいは委員会に集まっても

らうかどうかは回答を保留させていただく。今回提案した案は、国の認定を受ける受けないにかかわ

らず実施する内容を記載しており、国の認定を前提とした書き込みは落としている。本委員会は原案

を検討するための組織と考えており、認定を受ける受けないの判断は、認定を受ける計画として本当

にこの計画案で良いか、また、推進体制をどうするかも含めて別の組織で行うことをイメージしてい

た。新たな協議がスタートするとの認識であったため、本委員会で認定を受ける受けないの説明はし

ておらず、議題としたこともなかった。従って、川﨑委員から質問があったときも、国認定は視野に

入れているが、受ける受けないは決めていないと回答している。 
 
高橋文雄委員 
 これからの流れはどうなるか。 
 
橋本係長 



 個別事業の大まかなスケジュールは７８・７９ページを参照していただきたい。個別事業の多くは

これから形を作っていくことになるため、２６年度は住民の皆様と相談しながら制度設計していくこ

とになると考えている。お金を使って事業を展開していくのは２７年度と考えている。財源として社

会資本整備総合交付金を見込んでいるが、交付金をもらうための計画が必要な事業もあるため、こう

した計画を作るのも２６年度と考えている。個別事業はそれぞれの担当部署が個別に推進していくこ

とになるが、ＰＤＣＡなど全体的な管理については、組織を立ち上げて運用していくことになる。 
 
（２）その他 
橋本係長 
 推進体制に関する記載は修正するが、修正したものの確認は、個別に各委員へ内容を比較できる資

料を送付し、文書による回答をもって確認行為に代えたいと思うがよろしいか。 
 
 【異議なしの発言あり】 
 
 今後の予定であるが、内容を修正したものでもって基本計画（案）の概要版を速やかに作成し、パ

ブリックコメントを実施する。パブリックコメントは３月上旬から中旬にかけて実施し、年度内に基

本計画（案）を固める予定である。パブリックコメントによる住民意見があって、軽微な変更が必要

な場合は、事務局に一任くださるようお願いする。仮に、大きな変更を必要とする場合は委員会を開

催し、審議していただくこととする。 
 
４ その他 
 
５ 閉会（橋本係長） 
本日の委員会が最終になるかもしれないが、１年間にわたり、中心市街地活性化について、アドバ

イスをいただき、また、真摯に審議をしていただき、深く感謝申し上げる。今後は事業実施のパート

ナーとして協力をお願いする。 
 


